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議案第 43 号 

 

   寒川町町税条例の一部改正について 

 

寒川町町税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和 4 年 8 月 25 日提出 

 

                    寒川町長 木 村 俊 雄       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 提案理由 

 地方税法の一部改正に伴い、条文の整理を図るため提案する。 
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寒川町条例第 号 

 

寒川町町税条例の一部を改正する条例 

 

寒川町町税条例(昭和 60 年寒川町条例第 16 号)の一部を次のように改正する。 

第 14 条中「又は各連結事業年度」を削る。 

附則第 11 項第 2 号中「4 分の 3」を「5 分の 4」に改め、同項第 3 号から第 5 号ま

での規定中「附則第 15 条第 27 項」を「附則第 15 条第 26 項」に改め、同項第 6 号中

「附則第 15 条第 34 項」を「附則第 15 条第 33 項」に改め、同項第 7 号中「附則第

15 条第 35 項」を「附則第 15 条第 34 項」に改める。 

   附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

 (法人の町民税に関する経過措置) 

2 この条例による改正後の寒川町町税条例(以下「新条例」という。)第 14 条の規定

は、令和 4 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度分の法人の町民税について適用し、

同日前に開始した事業年度分の法人の町民税及び同日前に開始した連結事業年度分

の法人の町民税については、なお従前の例による。 

(固定資産税に関する経過措置) 

3 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和

4 年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和 3 年度分までの固定資産税

については、なお従前の例による。 

4 令和 2 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月 31 日までの間に取得された地方税法等の一部

を改正する法律(令和 4 年法律第 1 号)第 1 条の規定による改正前の地方税法附則第

15 条第 2 項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については、なお
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従前の例による。 
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寒 川 町 町 税 条 例 新 旧 対 照 表  

現 行  改 正 案  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

(法 人 の 町 民 税 の 課 税 の 特 例 ) (法 人 の 町 民 税 の 課 税 の 特 例 ) 

第 14条  次 の 各 号 に 掲 げ る 法 人 (法 人 税 法

第 4条 の 3に 規 定 す る 受 託 法 人 (同 法 第 3

条 の 規 定 に よ り 法 人 と み な さ れ る も の

を 含 む 。)を 除 く 。)に 対 す る 各 事 業 年 度

又 は 各 連 結 事 業 年 度 に お け る 法 人 税 割

額 は 、前 条 の 規 定 を 適 用 し て 計 算 し た 法

人 税 割 額 か ら 当 該 法 人 税 割 額 に 次 の 各

号 に 掲 げ る 法 人 の 区 分 に 応 じ 、そ れ ぞ れ

当 該 各 号 に 定 め る 率 を 乗 じ て 得 た 額 に

相 当 す る 額 を 控 除 し た 金 額 と す る 。  

第 14条  次 の 各 号 に 掲 げ る 法 人 (法 人 税 法

第 4条 の 3に 規 定 す る 受 託 法 人 (同 法 第 3

条 の 規 定 に よ り 法 人 と み な さ れ る も の

を 含 む 。)を 除 く 。)に 対 す る 各 事 業 年 度

          に お け る 法 人 税 割

額 は 、前 条 の 規 定 を 適 用 し て 計 算 し た 法

人 税 割 額 か ら 当 該 法 人 税 割 額 に 次 の 各

号 に 掲 げ る 法 人 の 区 分 に 応 じ 、そ れ ぞ れ

当 該 各 号 に 定 め る 率 を 乗 じ て 得 た 額 に

相 当 す る 額 を 控 除 し た 金 額 と す る 。  

(1)・ (2) (略 )  (1)・ (2) (略 ) 

2 前 項 の 規 定 を 適 用 す る 場 合 に お い て 、

資 本 金 等 の 額 が 2億 円 未 満 又 は 2億 円 以

上 5億 円 未 満 で あ る か ど う か の 判 定 は 、

各 事 業 年 度 又 は 各 連 結 事 業 年 度 の 終 了

の 日 (法 第 321条 の 8第 1項 前 段 の 規 定 (法

人 税 法 第 71条 第 1項 (同 法 第 72条 第 1項 の

規 定 が 適 用 さ れ る 場 合 及 び 同 法 第 145条

に お い て こ れ ら の 規 定 を 準 用 す る 場 合

を 含 む 。 )又 は 同 法 第 88条 の 規 定 が 適 用

さ れ る 場 合 に 限 る 。 )に よ り 申 告 納 付 す

べ き 法 人 の 町 民 税 に あ つ て は 、そ の 事 業

年 度 又 は 各 連 結 事 業 年 度 開 始 の 日 以 後 6

か 月 を 経 過 し た 日 )の 現 況 に よ り 行 う 。

2 前 項 の 規 定 を 適 用 す る 場 合 に お い て 、

資 本 金 等 の 額 が 2億 円 未 満 又 は 2億 円 以

上 5億 円 未 満 で あ る か ど う か の 判 定 は 、

各 事 業 年 度          の 終 了

の 日 (法 第 321条 の 8第 1項 前 段 の 規 定 (法

人 税 法 第 71条 第 1項 (同 法 第 72条 第 1項 の

規 定 が 適 用 さ れ る 場 合 及 び 同 法 第 145条

に お い て こ れ ら の 規 定 を 準 用 す る 場 合

を 含 む 。 )又 は 同 法 第 88条 の 規 定 が 適 用

さ れ る 場 合 に 限 る 。 )に よ り 申 告 納 付 す

べ き 法 人 の 町 民 税 に あ つ て は 、そ の 事 業

年 度          開 始 の 日 以 後 6

か 月 を 経 過 し た 日 )の 現 況 に よ り 行 う 。

～ 略 ～  ～ 略 ～  

(制 定 附 則 ) (制 定 附 則 ) 

1～ 10 (略 ) 1～ 10 (略 ) 

(法 附 則 第 15条 第 2項 第 1号 等 の 条 例 で 定

め る 割 合 ) 

(法 附 則 第 15条 第 2項 第 1号 等 の 条 例 で 定

め る 割 合 ) 

11  次 の 各 号 に 掲 げ る 条 例 で 定 め る 割 合

は 、 当 該 各 号 に 定 め る 割 合 と す る 。  

11  次 の 各 号 に 掲 げ る 条 例 で 定 め る 割 合

は 、 当 該 各 号 に 定 め る 割 合 と す る 。  

(1) (略 ) (1) (略 ) 

 (2) 法 附 則 第 15条 第 2項 第 5号 に 規 定 す

る 条 例 で 定 め る 割 合  4分 の 3 

 (2) 法 附 則 第 15条 第 2項 第 5号 に 規 定 す

る 条 例 で 定 め る 割 合  5分 の 4 

(3)  法 附 則 第 15条 第 27項 第 1号 イ か ら

ニ ま で に 規 定 す る 設 備 に つ い て 同 号

(3)  法 附 則 第 15条 第 26項 第 1号 イ か ら

ニ ま で に 規 定 す る 設 備 に つ い て 同 号
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に 規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合  3分 の

2 

に 規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合  3分 の

2 

(4) 法 附 則 第 15条 第 27項 第 2号 イ 、ロ 及

び ハ に 規 定 す る 設 備 に つ い て 同 号 に

規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合  4分 の 3 

(4) 法 附 則 第 15条 第 26項 第 2号 イ 、ロ 及

び ハ に 規 定 す る 設 備 に つ い て 同 号 に

規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合  4分 の 3 

(5) 法 附 則 第 15条 第 27項 第 3号 イ 、ロ 及

び ハ に 規 定 す る 設 備 に つ い て 同 号 に

規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合  2分 の 1 

(5) 法 附 則 第 15条 第 26項 第 3号 イ 、ロ 及

び ハ に 規 定 す る 設 備 に つ い て 同 号 に

規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合  2分 の 1 

(6) 法 附 則 第 15条 第 34項 に 規 定 す る 条

例 で 定 め る 割 合  3分 の 1 

(6) 法 附 則 第 15条 第 33項 に 規 定 す る 条

例 で 定 め る 割 合  3分 の 1 

(7) 法 附 則 第 15条 第 35項 に 規 定 す る 条

例 で 定 め る 割 合  3分 の 2 

(7) 法 附 則 第 15条 第 34項 に 規 定 す る 条

例 で 定 め る 割 合  3分 の 2 

(8)・ (9) (略 )  (8)・ (9) (略 ) 

12～ 28 (略 ) 12～ 28 (略 ) 

～ 略 ～  ～ 略 ～  

 (改 正 附 則 ) 

    附  則  

  (施 行 期 日 ) 

 1 こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

  (法 人 の 町 民 税 に 関 す る 経 過 措 置 ) 

 2 こ の 条 例 に よ る 改 正 後 の 寒 川 町 町 税 条

例 (以 下「 新 条 例 」と い う 。)第 14条 の 規

定 は 、 令 和 4年 4月 1日 以 後 に 開 始 す る 事

業 年 度 分 の 法 人 の 町 民 税 に つ い て 適 用

し 、同 日 前 に 開 始 し た 事 業 年 度 分 の 法 人

の 町 民 税 及 び 同 日 前 に 開 始 し た 連 結 事

業 年 度 分 の 法 人 の 町 民 税 に つ い て は 、な

お 従 前 の 例 に よ る 。  

 (固 定 資 産 税 に 関 す る 経 過 措 置 ) 

 3 別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き 、 新 条 例

の 規 定 中 固 定 資 産 税 に 関 す る 部 分 は 、令

和 4年 度 以 後 の 年 度 分 の 固 定 資 産 税 に つ

い て 適 用 し 、 令 和 3年 度 分 ま で の 固 定 資

産 税 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

 4 令 和 2年 4月 1日 か ら 令 和 4年 3月 31日 ま

で の 間 に 取 得 さ れ た 地 方 税 法 等 の 一 部

を 改 正 す る 法 律 (令 和 4年 法 律 第 1号 )第 1

条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 地 方 税 法 附 則

第 15条 第 2項 に 規 定 す る 施 設 又 は 設 備 に

対 し て 課 す る 固 定 資 産 税 に つ い て は 、な
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お 従 前 の 例 に よ る 。  

 


